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宇治市水道事業管理者　桑田静児様

抗　　　　　議　　　　　文

開地区自治連合会会長　海老温信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　林　猛雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一里丘住宅地自治会会長　徳岡拓万
　第二次水道問題対策委員会委員長　木村正孝

先日行われた平成１９年度決算特別委員会総括質疑（平成２０年１１月６日）における貴職の答弁に抗議し、直ちに撤回されることを申し入れます。

１．「発ガン性物質」でないものを、ことさら発ガン性を強調し、開浄水場休止の正当

化を図ろうとしている。

この委員会で、杉村水道部長は、「原水に発ガン性物質があり、環境基準を超えていたので休止を決めた。」と答弁している。

　　しかし、開浄水場原水に含まれている揮発性有機物質は、発ガン性物質ではないことは、昨年７月に文書で指摘し、水道部と自治会の協議の席上でも改めて指摘し、認めた経緯がある。

また、京都府の水質調査結果においても、人体に影響はない範囲と公表されていることを知らないはずはない。「（京都府報告書「宇治市浄水場及び周辺井戸の汚染について」平成19.４.13）

　事実と経過をふまえず、今日またあらためて虚偽の説明を強調するなど、行政として恥ずべきことである。

２．この委員会で、桑田水道事業管理者は「開浄水場のポンプが壊れたら、速やかに府営水に切り替える」と答弁していることは言語道断である。

　　問題の解決を図ろうとせず、ポンプが壊れるのを待っているかのごときこの発言は、最も基本的な住民サービスである飲み水の供給を行う水道事業管理者として、全く無責任な発言である。

　　元々、開浄水場のポンプ交換は、平成１８年度に予算化されていたものであり、その予算の執行を行わず、それを他に流用している事実がある。ポンプが壊れたら・・・とは、水道施設の維持管理を仕事とする、責任ある管理者の発言とは思えないのである。

　これらの事を、宇治市長が容認し、自らも休止を正当化していることは、宇治市長として重大な責任がある。

３．私たちは、今回の休止決定には、正当性はないことを訴えてきた。

（1） 合理的根拠がないこと。

水質悪化や老朽化のため莫大な経費がかかるとの理由は、事実無根。水質悪化の事実はないことを市水道部は認め、途中から休止理由を変更している。莫大な経費（７千１００万円）とは、過大見積りによるもので、当面はポンプ交換（ポンプ代７１万４,０００円　平成１８年９月購入済み）のみである。

（2） 過去の歴史的経過があること。

故渡辺市長が、「開浄水場を存続し、地下水は市が責任をもって給水する。地下水を孫末代まで飲ます」ことを開地域の住民に約束している事実。そして、当時の市議会で承認している。

（３）現久保田市長が、開浄水場の給水事業を継続していくために、日産車体（株）に水道用地として寄付を求め、日産車体がそれに応じて寄付していること。

久保田市長は、平成１５年４月１４日の公文書で、それまで無償貸与を受けていた開浄水場用地について、「今後も給水事業を継続していく責任もございます。今日までの歴史的経緯を勘案いただき、また地域に対する社会還元として公共用地（水道用地）に無償寄付することについてご検討をいただきたくお願いをするものでございます。」と求めている。

これらの事実があり、休止の是非について、現在裁判で係争中である以上、少なくとも決着がつくまでは、現状を維持し、開浄水場の給水を継続するのが行政の責任である。

以　上

１　抗議項目はこれでよいか

２　文章はどうか

３　です、ます調子が良いのか

４　市長への抗議ｏｒ申し入れ　ｏｒ公開質問の取り扱い

５　意見広告　市長の一番いやがることを重点に。

　　それは何か。

　さらに付け加えれば、すでに休止された槙島浄水場の原水は、環境基準値をこえていない。なぜ休止されたのか、部長答弁「環境環境基準を超えていたから休止」とは矛盾するのである。

　さらに、この問題については、現在裁判で係争中である。

　　

２　原水の水質　　

　臭気はなく透明、一般細菌、大腸菌ともゼロ。

電子部品やクリーニング工場などで洗浄剤として使用される有機溶剤の*テトラク

ロロエチレンとトリクロロエチレンが地下浸透により混入しているが、人体に影響は

ない範囲である。（京都府報告書「宇治市浄水場及び周辺井戸の汚染について」平成19．４.13）

また、平成３年度以降、原水が悪化している事実はない。

· 「トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン」　揮発性有機化学物質　有機塩素系
溶剤の一種、揮発性、不燃性、水に難溶。発がん性については単に量的なものではなく質的な種差（マウスとラット）があることが証明されているため、人における発がんリスクを評価することは困難であるが、今後とも疫学研究に注目する必要があると
されている。（EICネット環境用語集）

　http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=1981　

　＊この物質は、水道水質基準内では発ガンリスクはゼロであるにもかかわらず、宇治市は発ガン性を強調し、住民に虚偽の説明を繰り返し、休止を正当化してきた経緯がある。

（Ａ）府営水

　処理方式は、凝集沈殿→　急速ろ過→　オゾン処理→　粒状活性炭処理を採用。

当初は凝集沈殿と急速ろ過だけであったが、水質悪化に伴い水が臭いなど苦情が増え、平成１３年にオゾンと活性炭処理が通年で加えられた。原水悪化に対応し４つの処理工程で人工的に浄化せざるを得ない現状がある。その結果、処理工程から副生成物として*「トリハロメタン」など発ガン性物質が生成されている。（いずれも水道水質基準内）
＊「トリハロメタン」　塩素処理副生成物。原水には含まれず、浄水場で加えられる塩素と原水に含まれる汚れとが反応して出来る物質。クロロホルムなど四種類の総称

Ａ）　府営水

当初は凝集沈殿と急速ろ過だけであったが、水質悪化に伴い水が臭いなど苦情が増え、平成１３年にオゾンと活性炭処理が通年で加えられた。原水悪化に対応し４つの処理工程で人工的に浄化せざるを得ない現状がある。その結果、処理工程から副生成物として*「トリハロメタン」など発ガン性物質が生成されている。（いずれも水道水質基準内）
Ｂ）　開の水

エアーレーション→　塩素消毒　

水質が良好なため、長年にわたり塩素注入のみであった

テトラクロロエチレンやトリクロロエチレンは、地下水汚染が問題になった当初（１９７５年後半）に初めて検出された物質で、この物質は電子部品、精密機械、クリーニング工場などで使われる塩素系有機溶剤で、「揮発性があるので、接触剤を充填した塔の上から地下水を流下させ、下から空気を吹き込む装置で地下水と空気を接触させれば除去できる。」（和田「飲料水を考える」142頁　）ものである。またこの物質除去の精度をさらに向上させることは、高槻市の実例（開浄水場の３倍の高濃度を９９％以上除去し給水している）からも可能である。

「
抗議文

１　管理者

２　市長

３　

にも関わらず、一方的に開浄水場を休止し、府営水に切り替えるとの発言はは

責任はないのか。

開浄水場用ポンプを購入しながら、交換せず他へ流用は予算の不適正使用（して恥ずかしくないのですか）

住民に安心して生活できる

この物質は、水道水質基準内では発ガンリスクはゼロであるにもかかわらず、宇治市は発ガン性を強調し、住民に虚偽の説明を繰り返し、休止を正当化してきた経緯がある。
　当日浅見議員が、故渡辺市長が、「開浄水場の存続し、地下水を孫末代まで飲ますとの約束を開地域の住民に約束していること」、は、久保田市長が平成１５年４月に、日産車体（株）に、「開浄水場の地下水の給水を継続するために、過去の歴史的経緯をふまえまた地域への社会貢献として、公共用地として寄付を求めていたこと、その結果、日産車体（株）が水道用地のために寄付した」ことについて質問された

再び一方的な、話し合い打ち切り通告への反論

　開地区自治連合会会長　　俊正　和寛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　　　　森本眞理子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一里丘住宅地自治会会長　川﨑　裕子

　第二次水道問題対策委員会委員長　木村正孝

宇治市長　　久保田　勇様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2007年6月8日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開地区自治連合会会長　俊正和寛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　　森本眞理子

申し入れ書

１．

１　「発ガン性物質」とウソをついてよいのですか

２　ポンプを購入しながら他へ流用して恥ずかしくないのですか

３　裁判で係争中は、現状維持が行政の責任

２．市長へ

１　約束を守らず、休止する

１　故渡辺市長が住民に約束したことを、なぜ守らないのですか

２　平成１５年４月、日産車体（株）に開浄水場の用地の寄付を申し入れたのは貴職久保田市長

　開浄水場は水道用地として寄付されています。

裁判で係争中は、現状維持が行政の責任

１　市長は、地下水を半永久的に継続することを、明確に約束していた 
昭和５３年の宇治市・日産車体・開自治会の三者協定（覚書）に至る経過のなかで、当時の宇治市長は再三にわたり、開の住民に「地下水は市が責任をもって給水する」「孫末代までこの水（地下水）を飲めるようにする」「廃止する場合は、住民の了解を得る」と約束しています。 
２　日産車体は、過去の経緯をふまえ、水道用地として寄付していた 
日産車体は、平成１５年大久保工場の移転に伴い社宅や関連施設などを整理した際に、それまで市に「無償貸与」していた開浄水場の土地を、「水道用地として使用することを条件に」、宇治市に寄付をしていたこともわかりました。（宅地から水道用地に地目変更。今日の評価額　約１億円）。日産車体は、住民との当初の約束を履行したのです。 
３　断然安い開浄水場の費用 　 
　開浄水場の浄水費は２４.４円（市第２回説明会資料）、府営水は８３.８円（平成１７年度決算）です。さらに、府営水は市内の各所に送水するため、遠方までの配水設備や給水管などの費用がかかっています。（浄水場では、この経費が浄水費にすでに含まれています。）
通告文書―これまで８回に及ぶ地元説明会で、休止理由を説明しても全く理解しようとしないばかりか・・・

反　論―説明会のたびに住民から反論され答えに窮し、その場逃れに終始。説明会ごとに内容が変わることの繰り返しのため、住民の不信はつのる一方でした。

当初住民への説明は、水質悪化の一点張り。近年水質が悪化している、発ガン性物質が混入していると、いかにも休止が緊急に必要なように説明していたのでしたが、事実でないことが判明後は、休止理由に経費が加わり２つに、さらにその後６つに変わりました。また、当初の「水質悪化」はなくなりました。

⑥　通告文書―ただ単に「開浄水場のおいしい水を飲み続けたい」との地域の一部の人の思いから・・

地域の一部の方々の思いや考えで・・・

　反　論―　一部住民の考えや思いだけで、３１２人（世帯）が原告団に名前を連ねるでしょうか。水質悪化や環境省の指導があったなど事実に反する説明（嘘）、議会での議論内容と違う説明、結論の押しつけ、住民の声を全く聞こうとしない水道管理者の姿勢などに、住民の不信感が強まったことの結果だと、私たちは考えています。

また、地下水の保全、活用を求める署名に１万人を超える市民の賛同。地下水の大切さを思う市民が多い事実を、どう考えるのでしょうか。
人の生存にとって良質な水の確保は不可欠である。開浄水場の水（地下水）が府営水（琵琶湖の水・ダム水）に比べて良質であることは客観的事実である。少なくとも債権者らは開浄水場の水は府営水よりも良質であると感じている。被保全権利の性質が人の生存にとって不可欠の権利にかかわるものである以上、本裁判で終局判決が確定するまでの間は、開浄水場を休止＝開浄水場の水（地下水）の供給を中止するべきではない。

休止とは厚生労働大臣の認可を避けるための名ばかりのもので、実質「廃止」である。「休止」をいったん認めてしまえば、その後本裁判で債権者らが勝訴しても、再開されることはない

債務者が債権者ら開地区住民に対して昭和５３年から水を供給するに当たっては、地下水を水源とする開浄水場を建設してその水を供給することを約した」ことは明らかである。

7月7日付　水道部回答の問題点について

2007年7月11日　　　　俊正　和寛

三、｢空白の17年間｣の責任について

　｢平成2年11月に原水から水質の暫定基準を超えてトリクロロエチレンが検出されたため、暫定基準を守るため平成3年に｢曝気装置｣を設置しました。｣｢平成３年当時、水道水としての暫定

なぜ｢曝気装置｣を設置したのか、

即ち｢なおかつ『人の健康の保護に関する環境基準』に定められている項目の物質が基準値を超える水は使用しない｣という理由付けは、当初はなかったものだ。

　当初は、｢水道水の基準値を超えた環境汚染物質が検出され、…今後におきましても地下水の水質改善の見通しが立たないため、平成19年3月末を目途に開浄水場を休止とし、水系の切り替えをいたします。｣と説明していたではないか。

五、発がん性物質に関わる議論について

　我々が指摘していることについて、何も答えていない。

｢発がん性物質｣とは何か。このことについて世界保健機構（ＷＨＯ）は、どのような定義、どのような分類をしているのかについて、あなた方はご存じないのか？

　議会の議事録には、すべて｢発がん性物質｣という言葉だけが登場するが、6月26日付の質問書で指摘したように、｢発がん性物質｣の｢発がん性リスク｣には5種類の分類がされており、当然のことながらそのリスクは同一ではない。それなのに、なぜその5種類の分類をあえて無視して議論をしたのか。

　また今日、学問的には、｢発がん性については単に量的なものではなく質的な種差（マウスとラット）があることが証明されているため、人における発がんリスクを評価することは困難であるが、今後とも疫学研究に注目する必要があるとされている｣との解明が行われている。

　なおまた、米国産業衛生専門家会議が｢トリクロロエチレンは人に対して発がん性を示さない｣との結論を出しているし、愛知県衛生研究所が研究発表で｢加熱すれば、簡単に取り除くことができる｣ことを公表していることも付け加えておいた。

　これらさまざまな資料を議会での議論に際して提供し、科学的で正確な表現と、それに基づく議論をなぜしなかったのかを指摘しておいたが、これらについては何一つ回答がない。

六、議決の前提となっていた｢住民との合意、理解と納得｣について

　この質問項目は回答から意識的に削除されている。なぜ答えないのか？

確かに｢全会一致で開浄水場の休止は可決｣を見た。しかし繰り返し述べるが、それは無条件での可決ではなかったのだ。

　あなた方もよく知っているように、議事録には何度も｢しっかりとした住民への説明を行なった上ということが前提であります｣｢もちろん、住民合意が大前提ということは、私もそのように考えます｣｢第一義として、住民に対する説明、そういうことはしっかり当然していただきたいということが大前提の上で質問させてもらいます｣｢地域住民の理解と納得を得るよういっそうの当局の努力が前提であります。そうした上で判断すべきであることを申し上げ賛成討論といたします｣

　こういう前提（条件）を付けて、「開浄水場の休止」は可決されている。

ここに引用した議員諸氏は、｢賛成はするが、その前提として住民との合意を得るように｣また｢賛成はするが、住民の理解と納得を得るように｣と述べているではないか。

　このような議論を経て3月29日に、本会議において水道事業会計予算は可決している。

しかし、あなた方が｢説明会｣を開いたのは3月5日が第1回目で、後はすべて議会で可決後に行なわれた。この逆転した事実経過を、あなた方は正常とするのか。議会の討論をあなた方はなぜ無視するのか、答えてもらいたい。

　昨6月7日、市水道部は開浄水場閉鎖の「お知らせ」を給水区域に配布しました。

去る3月5日から宇治市水道部は、この件に関して、私たち住民との話し合いを三度にわたって重ねてきましたが、今回の「お知らせ」は一方的な話し合いの打ち切りであり、今日までの両者の合意を踏みにじるものでした。それは、3月5日の第1回説明会の折、「現時点では、3月末は難しいと思っている。強行はしない。」「理解を得られないままに休止はしない」との約束・合意があったからです。

　「開浄水場を閉鎖して府営水に切り替える」との連絡を、私たちが最初に受けたのは、タイムリミットとして水道部が決めていた3月末の、わずか２ヶ月前のことでした。しかも、「地下水汚染」をその第一の理由としていましたが、そのこと自体、かつて一度も説明のないものでした。まさに「寝耳に水」だったのです。

　「開浄水場」には、長い歴史とそれを守り育ててきた地域の先輩たちの努力・苦労が織り込まれておりますし、またそれを支えてこられた行政の方々のお力添えも忘れることはできません。

　「話し合い」「説明会」と言いつつ、予め期限を切っての結論の一方的な押し付けだけは避けていただきたい。合意を無視して、短兵急に物事をすすめることは，望ましい結論を得ることにつながりません。それは宇治市の諸行政の遂行にとっても同様なはずです。

　　6月11日の開浄水場閉鎖の強行を中止されるようここに申し入れ、私たちとの「あるべき姿での話し合い」を再開されることを強く要望するものです。

